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●事業環境

ＣＡＴＶ業界におきましては、平成23年７月のアナログ放送が終了による地上デジタル放送配信への対応が迫られるなか、ＮＨＫの発表によりますと平成21年２月末の
地上デジタル放送受信機の普及数は4,669万台と日本の総世帯数に迫る台数となっており、デジタル放送は本格的な普及期を迎えております。また高品質テレビの普

及拡大により、画質・音質に優れた高品位な番組視聴に対する需要も高まっており、ハイビジョン放送についても番組の多様化が望まれる状況となってきております。
また、通信のＩＰ方式による放送サービスなどの提供により、通信、放送業界の垣根が低くなることが予想され、また現行の通信と放送の法律を新たに策定する「情報通
信法（仮称）」として一本化することが検討されており、通信事業者との競争が激化することで、Ｍ＆Ａなどの企業再編や業界内における二極分化が顕著になっていくと
考えられます。

●当期の事業概況

放送事業部門におきましては、当社グループではＣＳハイビジョン放送を含む最大101chを配信するデジタル多チャンネルサービス「デジパック」を提供しており、ＣＡＴＶ
放送顧客への追加加入提案を中心に積極的な拡販を行い、放送のデジタル化を進めてまいりました。さらにＦＴＴＨとの同時加入者には月額300円のセット加入割引を
適用するなど、ＣＡＴＶ事業の利点を活かした新規加入促進を行いました。
これらの取り組みにより、平成21年３月末における放送サービスの顧客件数は335千件（そのうちデジタル多チャンネルサービス顧客件数80千件、全体の24％）、当連
結会計年度におきまして12千件増加いたしました。

通信サービス事業部門におきましては、当社グループはＣＡＴＶ光幹線網を活用したＦＴＴＨサービス「ひかりdeネット」及び光プライマリー電話「ひかりdeトーク」の普及
に注力いたしました。自社のネットワークを活用したことで、競合他社と比べましても充分な魅力をもった価格で、インターネットと固定電話、そしてデジタル放送などを加
えたバンドルサービスを提供してまいりました。この高い商品力を背景に新規加入者の獲得に積極的に取り組むとともに、ＣＡＴＶインターネット加入者につきましてはＦＴ
ＴＨへの移行を推進して、他社ＦＴＴＨへの流出防止に努めてまいりました。
これらの取り組みにより、ＦＴＴＨの加入者獲得が順調に進捗したことで、平成21年３月末におけるＣＡＴＶ通信サービスの加入者件数は98千件（そのうちＦＴＴＨ56千件、Ｃ
ＡＴＶインターネット42千件）、当連結会計年度におきまして11千件増加（そのうちＦＴＴＨ29千件の増加、ＣＡＴＶインターネット19千件の減少）いたしました。

以上の結果、ＣＡＴＶ事業の売上高は12,856百万円（前連結会計年度比8.7％増）となり、営業利益につきましてもＣＡＴＶ－ＦＴＴＨの戦略的投資による営業費用の増加
を吸収し1,410百万円（同1.2%増）となりました。

●今後の事業戦略・重点施策

放送事業部門におきましては、サービスエリアに密着した放送事業者として、引続き顧客に満足いただけるよう、大手通信事業者には出来ない顧客ニーズへ対応した
サービスプランの提供、放送コンテンツの拡充、顧客サポートサービス体制を充実するとともに、顧客獲得推進に積極的に取り組んでまいります。

通信事業部門におきましては、当社グループが提供するＦＴＴＨサービスは、現在のところ競合他社と比べ、サービス面、価格面において優位性が高いと自負しており、
競合他社との差別化により早期に普及拡大させ、安定した収入基盤を確立することが重要な課題として認識しております。平成20年３月からＮＧＮを活用した商用サー

ビスが開始され、今後もＮＧＮなどによる新たな競合サービスの開始が予想されますが、当社グループはデジタル多チャンネル放送とのバンドルサービスなど、他社に
類のないデジタル分野におけるワン・ストップ・サービスを提供しており、価格面でも優位性を保つことで、より多くの加入者にご利用頂くよう積極的に営業活動に取り組
んでまいります。

【 ＣＡＴＶ事業の概況等 】
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●事業環境

通信サービス業界におきましては、インターネットの利用は多岐に亘ってますます拡大しており、コンテンツ市場の拡大などを背景としまして、国内ブロードバンド市場は現
在においても拡大基調にあり、なかでもＦＴＴＨの普及は確実に増加しております。一方、大手通信事業者によりＮＧＮの構築が進められ、平成20年４月の商用サービスの提
供開始より順次エリアの拡大がされており、今後、逐次ＮＧＮを活用した様々なサービスの提供が予想されます。また、モバイルの分野においては、平成21年にＷｉＭＡＸをは
じめとする新たなモバイルブロードバンドサービスが開始されることに加え、平成22年以降にはＬＴＥによるサービス提供も検討されており、市場の更なる活性化や普及拡大

が期待されております。

●当期の事業概況

ＩＳＰ ＢＢ事業部門におきましては、大手家電量販店及びＰＣショップ等を中心とした取次店各社及びＦＴＴＨキャリア事業者と連携して、ＦＴＴＨの新規加入者獲得を積極的

に推進し、ＡＤＳＬ加入者につきましては、ＦＴＴＨへの移行施策をとることにより、加入者増加を図ってまいりました。またフレッツ光アットティーコムプランでは「パソコン以外の
端末からもネットワークが活用できる付加価値サービス」として、フレッツテレビやゲーム機との接続などインターネット以外の楽しみも充実しており、当社グループにおいても
積極的にお客様に提案することで、新たなユーザー層の獲得に努めてまいりました。更には、お客様が安心して楽しくご利用いただけるよう、カスタマーサポートの教育、加
入者へのオペレーションの充実、情報セキュリティの強化などに努め、解約の防止につながるよう取り組んでまいりました。

以上の結果、平成21年３月末におけるブロードバンド加入者件数は302千件（そのうちＦＴＴＨ187千件、ＡＤＳＬ114千件）、当連結会計年度におきまして43千件増加（そのう
ちＦＴＴＨ70千件の増加、ＡＤＳＬ27千件の減少）となりました。

キャリアサービス事業部門におきましては、ＡＤＳＬホールセール事業は、株式会社ザ・トーカイからの事業譲受による増加があったものの国内ブロードバンド市場のＦＴＴＨ
需要の影響が大きく、平成21年３月末における卸売件数は159千件、当連結会計年度におきまして４千件の増加にとどまりました。しかしながら前年に引続き、設備投資の

抑制やＤＳＬ設備の集約化など原価コストの削減に取り組むことで、収益の確保に努めてまいりました。一方で、ＦＴＴＨによる接続顧客が増加したことで、ＩＳＰサーバ運用
サービスの受託件数は466千件、当連結会計年度におきまして57千件増加し、上位トラフィックの販売量が増加し、事業全体では順調に推移いたしました。企業向けデータ

伝送サービス事業は、ＴＯＫＡＩからの事業譲受による提供エリアの拡大と積極的な営業活動の取り組みにより、収益の増加に繋げてまいりました。

以上の結果、コミュニケーションサービス事業の売上高は14,225百万円（前連結会計年度比10.7％増）、営業利益は3,220百万円（同18.1％増）と大幅な増益となりました。

●今後の事業戦略・重点施策

ＩＳＰ ＢＢ事業におきましては、現在が事業基盤を強化すべき重要な時期と捉え、引続きキャリア事業者との連携をより強固なものとし、顧客ニーズに合わせたサービスプ

ランの拡充を図り、積極的な加入者獲得活動に取り組むとともに、加入者特典やセキュリティ対策の充実、カスタマーサポートの更なる向上など加入者への信頼度、満足度
を高め、解約防止に努めてまいります。

キャリアサービス事業部門におきましては、ＡＤＳＬホールセール事業は、ＦＴＴＨの普及によるＤＳＬ加入者数の減少傾向への対策は重要な課題として認識しております。

今後も、エリア別加入者動向をＤＳＬ設備の集約化や新規投資の抑制に適宜繋げるよう取り組むことで、収益の確保に努めてまいります。さらには、ＮＴＴをはじめとする通信
事業者は、ＮＧＮによるサービス提供を遂次進めておりますが、当社もＮＧＮとの接続による新たなサービスの企画・検討を進めるとともに、ＩＰｖ６など新技術の蓄積及び活用
を進めてまいります。

【 コミュニケーションサービス事業の概況等 】
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●事業環境

情報サービス業界におきましては、企業業績の悪化により、企業のＩＴ投資意欲が後退し、計画した開発案件の延期や新たな開発投資の縮小、凍結などソフトウェ開発分

野は厳しい事業環境となっております。一方、仮想化技術を活用したサーバ統合ソリューションや、情報セキュリティ関連サービスなど、データセンターを利用したアウトソ－
シングサービスは、企業のＢＣＰや維持管理コスト削減等の需要の高まりにより堅調に推移しております。

●当期の事業概況

ソフトウェア開発事業部門におきましては、企業が設備投資を手控える状況のなか、受注確保の取り組みとして流通系や医薬系など案件の業種分野を拡げて積極的に受

注に取り組んでまいりましたが、従来からの主力であったテレコム系開発案件の受注の減少や受注価格の低減により、目標収益を確保することが出来ませんでした。

情報処理・運用事業部門におきましては、データセンターによるコロケーション・ハウジングサービスや加えて東京－大阪間自社光幹線ネットワークを活用したＡＳＰサービ
スやサーバー運用サービスについても順調に顧客数、収益とも増加いたしました。さらには、技術部門の強化などを積極的に行い、ＳａａＳやＰａａＳなど新たサービス提供基
盤の企画・構築にも取り組むとともに、情報システムの運用・管理体制全般に関する国際規格であるＩＳＯ２００００の取得やＦＩＳＣ準拠を行うことでサービスの品質向上にも努
めてまいりました。

システム商品・製品販売事業部門におきましては、当社の強みでありますデータセンター、東京－大阪間の自社光幹線、パッケージソフト、サーバ等の基盤構築技術やシ

ステム開発技術などを総合的に活用し、さらに新たな仮想化技術を導入し、アウトソーシングビジネスの強化・拡大に注力してまいりました。この結果、仮想化技術を導入し
たアウトソーシング案件を獲得するなど、受注拡大に成果を挙げることができました。

以上の結果、システムイノベーションサービス事業の売上高は11,086百万円（前連結会計年度比6.8％増）となりましたが、ソフトウェア開発案件の受注減少の影響が重く
営業利益は865百万円（同26.9％減）となりました。

●今後の事業戦略・重点施策

ソフトウェア開発事業部門におきましては、企業業績の急速な悪化による投資抑制により次期以降も開発案件の減少が見込まれます。しかしながら将来に亘って、技術品

質の維持・向上に努めることが最重要課題と捉えており、また一方でこれまで以上にお客様からは多様、複雑、高品質、低価格なシステム構築を求められております。その
ため、より高度な専門技術を習得した提案型・リーダー型技術者の育成、プロジェクト管理技術の向上に向けた人材育成に努めるとともに、技術協力会社との連携をより強
化するなど人材確保に努めてまいります。また、上流工程からの参画、一括請負受注、オフショア開発などに取り組み、収益率の向上と受注量の拡大に繋げてまいります。

情報処理・運用事業部門におきましては、国内データセンター市場の需要拡大に対応すべく、平成20年４月から従来の第一データセンターに加えて、第二データセンターを

本格稼動いたしました。当社のデータセンター事業は、情報通信事業の中核施設である「高規格次世代データセンター」とネットワークインフラの機能を活かしたＩＴアウトソー
シング事業をはじめ、情報処理・運用事業で培った技術力、ＩＴソリューションを一体化させた他社に類のないサービスを提供しております。

システム商品・製品販売事業部門におきましては、ネットワークインフラやデータセンターなどと蓄積されたノウハウを強みとして、システムソリューション提案を展開し、ア

ウトソーシング案件の受注拡大に継続して注力し、収益基盤の強化と拡大に取り組んでまいります。また、現在企業ニーズが高まっている「仮想化テクノロジ」など新たな技
術を活用したサービスの商品化へ取り組むなど、将来に亘って当社グループの成長に繋げるよう取り組んでまいります。

【 システムイノベーションサービス事業の概況等 】
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【 当期の概況 】
当期の業績はＣＡＴＶ－ＦＴＴＨの戦略的投資と第二データセンターの稼動

による減価償却負担の増加など減益要因がありましたが、コミュニケーショ
ンサービス事業におけるＦＴＴＨ加入者の増加による大幅な増益要因により
補うことができました。

以上により、売上高38,195百万円（前期比8.9％増）、営業利益4,502百万
円（同3.0％増）、経常利益4,235百万円（同0.3％増）、当期純利益におきま
しては2,528百万円（同8.4％増）となりました。

１.－① 経営成績
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連結 （単位：百万円）

06/3期 07/3期 08/3期
上期 通期 上期 通期

売上高 23,436 33,924 35,089 18,243 38,195 20,200 42,900
（前年同期比） - 144.8% 103.4% 108.1% 108.9% 110.7% 112.3%

営業利益 2,710 4,415 4,371 1,648 4,502 2,040 5,100
（売上高営業利益率） 11.6% 13.0% 12.5% 9.0% 11.8% 10.1% 11.9%

経常利益 2,567 4,196 4,223 1,501 4,235 1,860 4,700
（売上高経常利益率） 11.0% 12.4% 12.0% 8.2% 11.1% 9.2% 11.0%

当期純利益 2,594 4,112 2,333 793 2,528 980 2,560
（売上高当期純利益率） 11.1% 12.1% 6.7% 4.4% 6.6% 4.9% 6.0%

EBITDA - 8,209 8,604 4,168 9,631 4,780 10,960

09/3 10/3

(計画）

１.－② 経営成績
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SIS（ｼｽﾃﾑ商品・製品販売）

その他

事業別売上高　　連結            09/3           10/3 （単位：百万円）

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比
コミュニケーションサービス 8,977 38.3% 12,529 36.9% 12,930 36.9% 6,960 38.1% 14,373 37.6% 7,240 35.8% 14,940 34.8%

ISP BB 4,120 17.6% 8,378 24.7% 8,728 24.9% 4,539 24.9% 9,454 24.7% 4,830 23.9% 9,920 23.1%
ホールセール 3,727 15.9% 2,802 8.3% 2,863 8.2% 1,475 8.1% 2,910 7.6% 1,260 6.2% 2,470 5.8%
データ伝送サービス 他 1,129 4.8% 1,345 4.0% 1,338 3.8% 945 5.2% 2,008 5.3% 1,140 5.7% 2,550 5.9%

ＣＡＴＶ 5,240 22.4% 10,903 32.1% 11,827 33.7% 6,251 34.3% 12,862 33.7% 7,220 35.7% 15,290 35.6%

システムイノベーションサービス 9,217 39.3% 10,569 31.2% 10,387 29.6% 5,097 27.9% 11,093 29.0% 5,810 28.8% 12,830 29.9%
ソフトウェア開発 5,242 22.4% 6,158 18.2% 5,877 16.7% 2,800 15.3% 5,908 15.4% 2,700 13.4% 5,830 13.6%
情報処理・運用 1,597 6.8% 1,765 5.2% 2,405 6.9% 1,444 7.9% 3,046 8.0% 1,960 9.7% 4,210 9.8%
ｼｽﾃﾑ商品・製品販売 2,377 10.1% 2,646 7.8% 2,105 6.0% 852 4.7% 2,139 5.6% 1,150 5.7% 2,780 6.5%

その他 31 0.1% 41 0.1% 39 0.1% 13 0.1% 26 0.1% 10 0.1% 20 0.1%

全社及び消去 △ 29 -0.1% △ 118 -0.3% △ 95 -0.3% △ 78 -0.4% △ 161 -0.4% △ 80 -0.4% △ 180 -0.4%

合計 23,436 100.0% 33,924 100.0% 35,089 100.0% 18,243 100.0% 38,195 100.0% 20,200 100.0% 42,900 100.0%

上期 通期06/3期 07/3期 08/3期 上期 通期
(計画）

売上高の構成比

(注）グラフは消去前のものになります。

２. セグメント情報

07/3期

06/3～10/3（計画）
（単位：百万円）

06/3期 08/3期 09/3期 10/3期（計画）
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設備投資及び減価償却費 （単位：百万円）

上期 通期 上期 通期

設備投資額 2,816 5,265 11,232 4,594 9,431 4,570 11,200

減価償却費 2,470 3,791 4,172 2,518 5,097 2,730 5,830

リース料 1,557 1,847 1,808 855 1,661 740 1,400

研究開発費 121 121 100 11 26 0 10

キャッシュ・フローのトレンド （単位：百万円）

上期 通期 上期 通期

営業活動によるＣＦ ① 3,914 8,374 6,943 4,206 8,726 3,030 8,200

投資活動によるＣＦ ② △ 3,006 △ 4,712 △ 7,360 △ 7,329 △ 10,658 △ 3,770 △ 9,270

財務活動によるＣＦ △ 2,312 △ 3,010 137 2,960 1,501 640 1,090

換算差額 0 0 0 0 0 0 0

現金及び現金同等物の増加額 △ 1,403 651 △ 279 △ 162 △ 430 △ 90 20

FCF 908 3,661 △ 416 △ 3,122 △ 1,932 △ 730 △ 1,060

08/3期

09/3
08/3期07/3期

07/3期

06/3期

06/3期
09/3

10/3（計画）

10/3（計画）

３.  設備投資 及び CF状況

（注）09/3期よりリース会計基準の影響を含めております。
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31.0%

37.1%

40.1%

34.0%

33.4%

30.0%

32.0%

34.0%

36.0%

38.0%

40.0%

42.0%

06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期

上期 通期 上期 通期

株主資本（百万円） 10,325 13,533 14,881 14,900 14,908 14,280 15,360
株主資本当期純利益率（ＲＯＥ） 28.7% 34.5% 16.4% 5.3% 17.0% 6.7% 16.9%

総資本（百万円） 30,949 33,729 40,118 41,392 43,791 45,060 49,430
総資本当期純利益率（ＲＯＡ） 8.4% 12.2% 5.8% 1.9% 5.8% 2.2% 5.2%

株主資本比率 33.4% 40.1% 37.1% 36.0% 34.0% 31.7% 31.0%

１株当たりの当期純利益(円） 94.66 102.74 58.23 19.9 64.10 25.83 67.49

１株当たりの配当金（円） 17.50 25.00 25.00 12.50 26.00 13.00 26.00

配当性向 18.5% 24.3% 42.9% - 40.6% - 38.5%

08/3期

連結

06/3期 07/3期
09/3

（計画）

10/3

102.74

64.10
67.49

58.23

94.66

0

20

40

60

80

100

120

06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期

16.9%17.0%
16.4%

28.7%

34.5%

5.2%5.8%5.8%

8.4%

12.2%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期

４.－① 財務指標

ROE・ROＡ（連結指標） 株主資本比率（連結指標） 1株当り当期純利益（連結指標）

ROE

ROA

（計画） （計画） （計画）

円
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06/3期 07/3期 08/3期 上期 通期 上期 通期

株主資本比率（％） 33.4 40.1 37.1 36.0 34.0 31.7 31.1

時価ﾍﾞｰｽ自己資本比率（％） 222.4 133.0 56.7 56.3 72.5 70.5 64.2

債務償還年数（年） 4.1 1.5 1.9 2.1 2.0 3.4 2.7

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ（倍） 25.3 39.6 33.8 28.3 29.5 16.0 19.6

その他財務指標

07/3期 08/3期 上期 通期 上期 通期

負債比率 199.2% 148.6% 169.2% 177.5% 193.5% 215.3% 221.5%

流動比率 53.1% 57.2% 43.7% 36.2% 33.2% 31.1% 30.5%

固定比率 227.8% 185.7% 215.9% 229.1% 243.3% 266.6% 270.2%

（ご参考）　
株主資本比率 ：株主資本／総資産
時価ﾍﾞｰｽ自己資本比率 ：株式時価総額／総資産
債務償還年数 ：有利子負債／営業ＣＦ
ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ ：営業ＣＦ／利払い

10/3

10/3

（計画）

（計画）

09/3

09/3
06/3期

４. －② 財務指標
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（単位：百万円）

上期 通期 上期(計画） 通期（計画）
資産合計 30,949 33,729 40,118 41,392 43,791 45,000 49,400
流動資産 7,423 8,593 7,999 7,281 7,563 7,000 7,900

現金及び預金 1,588 2,240 1,961 1,798 1,530 1,400 1,500

売掛金 3,226 3,724 3,665 3,260 3,970 3,300 4,100

棚卸資産 473 669 720 746 518 600 500

繰延税金資産 979 1,122 307 327 361 300 300

その他 1,155 835 1,344 1,147 1,183 1,200 1,300

固定資産 23,522 25,130 32,115 34,107 36,225 38,000 41,400
有形固定資産 21,429 22,646 29,104 31,140 33,199 35,100 38,700

無形固定資産 1,336 1,448 1,837 1,816 1,844 1,600 1,500

投資等 756 1,034 1,173 1,150 1,181 1,100 1,100
繰延資産 2 5 3 3 2 0 0

負債合計 20,566 20,118 25,171 26,426 28,819 30,700 33,900

流動負債 13,977 15,024 18,314 20,119 22,756 22,500 26,000
短期借入金 10,307 9,737 9,077 14,246 15,210 16,200 18,400

買掛金 812 1,074 1,020 1,557 1,585 1,600 1,600

その他 2,856 4,213 8,216 4,315 5,960 4,700 5,900

固定負債 6,589 5,093 6,856 6,307 6,063 8,100 7,900
長期借入金 5,645 4,083 5,863 4,715 4,233 5,600 4,700

その他 944 1,009 992 1,591 1,829 2,400 3,100
少数株主持分 56 - - - - - -
資本合計 10,325 - - - - - -
純資産合計 - 13,610 14,947 14,965 14,971 14,300 15,400

　１０／３　０９／３
　０６／３期 　０７／３期 　０８／３期

5． 貸借対照表 連結
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（単位：百万円）

上期 通期 上期（計画） 通期（計画）

売 上 高 23,436 33,924 35,089 18,243 38,195 20,200 42,900

売上原価 15,540 20,581 21,633 11,547 23,720

売上総利益 7,895 13,343 13,456 6,696 14,474

販売費及び一般管理費 5,185 8,928 9,084 5,048 9,971

営業利益 2,710 4,415 4,371 1,648 4,502 2,040 5,100

営業外収益 29 38 92 15 61

受取利息及び配当金 11 9 14 2 16

その他 18 29 78 13 45

営業外費用 172 257 240 163 328

支払利息 156 222 211 150 301

その他 16 35 29 12 27

経常利益 2,567 4,196 4,223 1,501 4,235 1,860 4,700

特別利益 45 132 165 29 396

特別損失 390 546 494 71 302

税引前当期純利益 2,221 3,783 3,893 1,458 4,328

法人税、住民税及び事業税 31 53 795 672 1,850

法人税等調整額 △ 411 △ 401 755 △ 10 △ 56

少数株主損益 7 18 8 3 6

当期純利益 2,594 4,112 2,333 793 2,528 980 2,560

(注）表中06/3数値につきましては、ビック東海通期数値と前TOKAI COM下期数値の合算となります。

０６／３期 ０７／３期
１０／３

０８／３期
０９／３

6.  損益計算書 連結
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㈱ビック東海グループの経営方針

当社グループは、情報通信社会を担う情報技術と通信ネットワーク、データセンターなどのプラットフォームを
併せ持ち、ブロードバンドサービス、ＣＡＴＶサービス、システムインテグレーション・アウトソーシングサービスな
どの情報通信サービスを幅広くお客様に提供してまいりました。今後も引き続き、システムインテグレータの技術
力・開発力とＩＳＰ、ＣＡＴＶ事業者としての営業力を結集し、ワンストップで通信・放送・情報サービスの高品質な
『トータル・コミュニケーション』を提供することにより、信頼されるパートナーを目指してまいります。

また、ＣＳＲを果たすべく、さらなるコンプライアンスの徹底とコーポレート・ガバナンスの強化を通じて経営の健
全性と透明性の確保を努めるとともに、お客様、株主様や地域社会などの全てのステークホルダーの満足と信
頼を得られるよう、事業の持続的な発展を目指してまいります。

～当資料取り扱い上の注意点～

当資料は情報の提供を目的としたものであり、その情報には業績予想、計画、方針、経営戦略といった将来見通しが含ま
れております。これら将来見通しは現在入手可能な情報から得られた予測、想定、期待、評価などに基づいたものであり、経
済環境、競合条件、法令の変化など不確実な要因の影響、リスク、その他の要因を含んでいるものです。従って、将来の業
績及び財政状態が、資料に記載されている内容と大きく異なったものとなる可能性があります。また法令上、別途の定めが
ある場合を除き、当社はいかなる将来見通しも最新のものとする義務を負っておりません。


